
証券コード　6565

2019年５月31日

株 主 各 位
愛知県安城市三河安城町一丁目９番地２

代表取締役社長 沓 名 一 樹

第５期　定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第５期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます

ようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月20日（木曜日）午後６時00分までに到

着するようにご返信くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時：2019年６月21日（金曜日）午前10時00分

２．場 所：愛知県安城市三河安城南町１丁目８番地11

　ホテルグランドティアラ安城　１階特設会場

　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項：

報 告 事 項 第５期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案

第３号議案

取締役５名選任の件

退任取締役に対する役員退職慰労金贈呈の件
以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.ab-hotel.jp/company/）に掲載させていただきま
す。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

１．株式会社の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用環境の改善傾向に加え、企業の

設備投資、生産活動も順調に推移しており、緩やかな景気回復が続いてい

るものの、個人消費については一部足踏み状況が見られ、世界経済の減速

懸念の高まりが見られる等、不透明な経済環境が続いております。

　このような経済状況のもと、当社は、予約サイトの拡充や朝食のバリュ

ーアップ等既存店舗におけるサービス面での強化を図るとともに、インタ

ーネットを利用した広告宣伝に努めました。また、訪日外国人客増加の影

響もあり、稼働率を維持しております。

　新規開発におきましては、「ＡＢホテル京都四条堀川」、「ＡＢホテル

東海太田川」、「ＡＢホテル近江八幡」、「ＡＢホテル宇部新川」及び「Ａ

Ｂホテル田原」の５店舗を新規開業するとともに、2019年４月以降の出店

予定として「ＡＢホテル」11店舗の開発を決定しております。

　当社は、『健康』をキーワードに、宿泊特化型のビジネスシティホテル

を全国に展開できる会社を目指してまいります。

　当事業年度における業績につきましては、売上高5,514百万円（前期比

24.8％増）、営業利益1,409百万円（同18.2％増）、経常利益1,398百万円

（同22.0％増）、当期純利益は887百万円（同22.7％増）となりました。

　なお、事業別の業績については、単一事業（ホテル事業）であるため、

それぞれ記載を省略しております。
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②　設備投資の状況

　当事業年度中の設備投資額は2,334百万円であり、その主なものは、次の

とおりであります。

イ．当事業年度中に完成した主要設備

ＡＢホテル京都四条堀川の新設

ＡＢホテル東海太田川の新設

ＡＢホテル近江八幡の新設

ＡＢホテル宇部新川の新設

ＡＢホテル田原の新設

ロ．当事業年度において継続中の主要設備の新設、拡充

ＡＢホテル行橋の新設

ＡＢホテル蒲郡の新設

ＡＢホテル大阪堺筋本町の新設

ＡＢホテル塩尻の新設

ＡＢホテル彦根の新設

ＡＢホテル堺東の新設

ＡＢホテル湖南の新設

ＡＢホテル鳥取の新設

ＡＢホテル佐久平の新設

ＡＢホテル新青森の新設

ＡＢホテル長岡の新設

ハ．当事業年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　該当事項はありません。

③　資金調達の状況

　当事業年度におきましては、主に新規出店に対する設備投資資金に充当

するため金融機関から2,900百万円の資金調達を行っております。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 ２ 期

(2016年３月期)
第 ３ 期

(2017年３月期)
第 ４ 期

(2018年３月期)

第 ５ 期
(当事業年度)
(2019年３月期)

売 上 高(千円) 2,895,268 3,510,283 4,420,450 5,514,751

経 常 利 益(千円) 944,160 968,441 1,145,911 1,398,349

当 期 純 利 益(千円) 583,792 643,901 723,117 887,015

１株当たり当期純利益 (円) 43.43 47.90 53.10 62.57

総 資 産(千円) 8,499,049 10,329,710 13,984,746 17,528,150

純 資 産(千円) 2,610,293 3,232,018 4,440,360 5,256,343

１株当たり純資産 (円) 194.21 240.47 313.23 370.79

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、2015年12月４日付で普通株式１株につき21株の割合で、2017年10月11日付で

普通株式１株につき100株の割合で、2018年７月１日付で普通株式１株につき２株の割

合で、株式分割を行っております。１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産につ

きましては、当該分割が第２期の期首に行われたと仮定して算定しております。

(3) 重要な親会社の状況

親会社の状況

会　社　名 資　本　金
当社に対する
議 決 権 比 率

当社との関係

株式会社東祥 1,580百万円 52.8％ 不動産賃貸借取引他

（注）親会社である株式会社東祥との取引については、市場実勢等を勘案して価格及び取引条件

が他の取引条件と同等の水準となるよう検討し決定しております。当社取締役会は、この

ような取引条件を把握し、当社グループの利益を害するものではないことを確認したうえ

で、取引ごとにその適正性・妥当性を判断しております。
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(4) 対処すべき課題

①　既存施設の収益向上

　当社は、既存店の収益力の維持及び向上が、最大の課題の１つと考えて

おります。お客様の安全、満足度の向上を第一に考え、快適な宿泊を提供

できるように店舗施設を適切に維持管理しつつ、収益力の増強を目指し、

付加価値提供等サービス内容を充実させて顧客満足度の向上につなげ、Ｏ

ＴＡ（※）の各販売サイトの表示に工夫を行って新規顧客をより効率的に

確保するとともに、ＡＢホテル会員も含めてリピーターの増加を図ること

等々により、単価の底支えや上昇及び稼働率の維持・向上に努めてまいり

ます。

　※ＯＴＡとは、ＯｎｌｉｎｅＴｒａｖｅｌＡｇｅｎｃｙの略称でインタ

ーネット上のみで取引を行う楽天トラベルやじゃらん等の旅行会社を

指します。

②　新規出店候補地の確保

　当社は、成長戦略として、単独店舗の経常利益率を35％とする出店基準

を設定して、駅前や主要インターチェンジ付近などビジネスでの利用が見

込める地域を中心とした新規出店候補地の選定に取り組み、年間５店舗以

上を目標に新規開発を行い、長期的には100店舗体制を目指してまいりま

す。

③　投資金額の増加と財務体質の強化について

　当社は今後積極的に新規開発を行う予定であります。設備投資資金につ

きましては、現在、金融機関からの借入金による資金調達が主となってお

ります。今後は、収益力の強化、建物リース等の採用によりバランスシー

トの更なる改善を図ってまいります。

④　人材の確保と育成

　足元の雇用環境においては、多くの業種業界において人手不足への対応

が事業成長における大きな課題となっており、長く働きたいと思える環境

を構築することが必要と捉えております。当社では、施設の増加に伴う社

員の確保と教育、また、当社はホテルの事業運営を業務委託方式により行
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っていることから、支配人の確保及び育成は必要不可欠であると考えてお

ります。今後も、安定したサービスの提供、サービスの質の向上を組織的

に行い、企画開発力、環境対応力の向上を図り、経営基盤の強化及び業績

の安定拡大に努め、ひいてはお客様満足度の向上に努めなければならない

と考えております。

(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

ホテル事業

　お客様のニーズに着実にお応えし、心休まる快適な空間、サービスを提

供する『ＡＢホテル』（ビジネスホテル）を運営

(6) 主要な事業所等（2019年３月31日現在）

本社　　　　　　　愛知県安城市三河安城町一丁目９番地２
 

ビジネスホテル　　愛知県12棟、埼玉県１棟、石川県１棟、群馬県１棟、

奈良県１棟、岐阜県２棟、静岡県２棟、京都府１棟、

滋賀県１棟、山口県１棟

(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

①　事業別の使用人の状況

事　業　部　門 使　用　人　数 前事業年度末比増減

本 社 部 門 21名 ６名

ホ テ ル 事 業 ３名 △２名

合　　計 24名 ４名

（注）１．臨時社員（パートタイマー等）の当事業年度末雇用人員は、31名であります。

なお、臨時社員の雇用人数は、月間173時間換算で計算しております。

２．使用人数が前事業年度末と比べ４名増加しておりますが、これは新規出店に伴う人員

体制強化のためであります。

－ 6 －



②　使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

24名 ４名 31.5歳 1.8年

（注）１．臨時社員（パートタイマー等）の当事業年度末雇用人員は、31名であります。

なお、臨時社員の雇用人数は、月間173時間換算で計算しております。

２．当社は、2014年10月１日に株式会社東祥の新設分割により設立しておりますので、同

日からの平均勤続年数を記載しております。

(8) 主要な借入先（2019年３月31日現在）

借 入 先 借　入　残　高（千円）

碧 海 信 用 金 庫 1,380,160

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,001,390

株 式 会 社 京 都 銀 行 819,900

豊 田 信 用 金 庫 603,360

株 式 会 社 清 水 銀 行 481,570

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 405,000

株 式 会 社 十 六 銀 行 394,698

株 式 会 社 百 五 銀 行 393,510

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 384,920

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 379,960

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式に関する事項（2019年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 53,760,000株

(2) 発行済株式の総数 14,176,000株

(3) 株主数 1,194名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持　株　数 持　株　比　率

千株 ％
株 式 会 社 東 祥 7,480 52.77

Ａ Ｂ 開 発 合 同 会 社 5,040 35.55

日本マスタートラスト信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

570 4.02

野村信託銀行株式会社（投信口） 391 2.76

三 浦 寛 之 111 0.79

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

32 0.23

資産管理サービス信託銀行株式会社
（ 証 券 投 資 信 託 口 ）

23 0.16

碧 海 信 用 金 庫 20 0.14

株 式 会 社 ハ セ ガ ワ 10 0.07

山 内 一 志 9 0.07

（注）持株比率は自己株式254株を控除して計算しております。
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３．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

地　位 氏　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 沓 名 一 樹
運 営 部 長
Ａ Ｂ 開 発 合 同 会 社 代 表 社 員

取 締 役 山 下 裕 輔 管 理 本 部 長 兼 経 理 部 長

取 締 役 大 津 　 玄 開 発 部 長

取 締 役 細 井 英 治
株 式 会 社 ホ ソ イ メ ガ ネ
代 表 取 締 役 会 長

取 締 役 石 原 大 輔 知 立 法 律 事 務 所 代 表

常 勤 監 査 役 東 　 隆 将

監 査 役 小 野 内 　 宣 　 行
小 野 内 会 計 事 務 所 所 長
株式会社日本エス・エム・シー
代 表 取 締 役

監 査 役 光 　 岡 　 要 次 郎
光 岡 会 計 事 務 所 所 長
シ ン ポ 株 式 会 社 社 外 監 査 役

（注）１．取締役細井英治氏及び石原大輔氏は、社外取締役であります。

２．監査役小野内宣行氏及び光岡要次郎氏は、社外監査役であります。

３．監査役小野内宣行氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

４．監査役光岡要次郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。

５．取締役安藤翔二郎氏は、2018年６月30日をもって辞任により取締役（販売戦略担当）

を退任いたしました。

６．当社は、取締役細井英治氏、取締役石原大輔氏、監査役小野内宣行氏並びに監査役

光岡要次郎氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、両取引所に届け出ております。
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(2) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員数
基本報酬 役員賞与 退職慰労金

取締役 75,170 64,325 5,415 5,430 6

（うち社外取締役） (1,250) (1,145) (105) (－) (2)

監査役 7,190 6,300 530 360 3

（うち社外監査役） (1,660) (1,530) (130) (－) (2)

合　　　計

（うち社外役員）

82,360

(2,910)

70,625

(2,675)

5,945

(235)

5,790

(－)

9

(4)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2014年10月９日開催の臨時株主総会決議において、年額200百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されております。

３．監査役の報酬限度額は、2014年10月９日開催の臨時株主総会決議において、年額30百

万円以内と決議されております。

４．退職慰労金には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額を記載しておりま

す。

５．取締役の報酬等の額には退任した取締役１名の在任中の報酬等の額が含まれておりま

す。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・細井英治氏は、株式会社ホソイメガネ代表取締役会長であります。当社

と兼職先との間に特別の関係はありません。

・石原大輔氏は、知立法律事務所代表であります。当社と兼職先との間に

特別の関係はありません。

・小野内宣行氏は、小野内会計事務所所長及び株式会社日本エス・エム・

シー代表取締役であります。当社と兼職先との間に特別の関係はありま

せん。

・光岡要次郎氏は、光岡会計事務所所長及びシンポ株式会社社外監査役で

あります。当社と兼職先との間に特別の関係はありません。
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②　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。

　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、各社外取締役及び各社外監査役

とも同法第425条第１項に定める額としております。

③　当事業年度における主な活動状況

　　　　＜取締役＞

　取締役細井英治氏は取締役会13回開催中13回出席しております。また、

取締役石原大輔氏は取締役会10回開催中10回出席しております。取締役

石原大輔氏は2018年６月22日の定時株主総会において選任されたため、

取締役会の開催回数が他の社外取締役と異なります。

　なお、取締役細井英治氏は経営者として企業経営の観点から、取締役

石原大輔氏は主に弁護士として企業法務の観点から意見を述べるなど、

取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言、提言を行

っております。

　　　　＜監査役＞

　監査役小野内宣行氏は、取締役会13回開催中13回出席し、監査役会12

回開催中12回出席しております。監査役光岡要次郎氏は、取締役会13回

開催中13回出席し、監査役会12回開催中12回出席しております。

　なお、監査役小野内宣行氏は税理士としての専門的見地から、監査役

光岡要次郎氏は会計士としての専門的見地から取締役会の意思決定の妥

当性、適正性を確保するための発言を行っております。
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(4) 会計監査人に関する事項

①　会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

②　会計監査人に対する報酬等

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 10,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

10,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に準ずる監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分

できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの

合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見

積りの算定根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会

計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は、不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま

す。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人との間では、会社法第427条第１項に定める契約締結は

行っておりません。
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４．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　取締役及び使用人が遵守すべき規範、とるべき行動の基準を示した「経営

計画書」、「服務規律」を全従業者に周知徹底させるとともに、必要に応じ

てその内容を追加及び修正しております。また、週１回常勤の取締役で構成

され開催されている「ホテル会議」において、各事業の重要事項を検討して

おります。内部統制室は、全社の内部監査を実施し、定期的に代表取締役及

び監査役等に報告しております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の意思決定または取締役に対する報告に対しては、「取締役会規程」、

「文書管理規程」及び「稟議規程」の定めるところに従い、取締役会の議事

録、稟議書等を作成し、適切に保存及び管理しております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」及びその他の

社内規程に基づき、各取締役が担当の分掌範囲において責任を持ってリスク

管理体制を構築しております。リスク管理の観点から重要事項については、

取締役会の決議により規程の制定、改廃を行っております。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　常勤の取締役で構成されている「ホテル会議」は週１回、監査役同席のも

と行われる「取締役会」は月１回以上開催され、各取締役からの提案事項に

対し、経営上重要な決定を行っております。

(5) 企業集団における業務の適正性を確保するための体制

　当社は、効果的かつ効率的なグループ経営を行うため、親会社との間で定

期的な報告会を開催し、当社の業況や重要な案件について情報の共有化を図

っております。
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(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役は、監査業務に必要な事項を管理本部等に依頼することができ、監

査役より監査業務に必要な依頼を受けた使用人は、その依頼に関して取締役

及び取締役会の指揮命令を受けないこととなっております。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制

①　監査役は、「取締役会」、「ホテル会議」、その他の重要な会議に出席

するとともに、取締役からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲

覧し、意見を述べることができる体制をとっております。

②　取締役及び使用人は、会社に重要な損失を与える事象が発生し、又は発

生する恐れがあるとき、取締役及び使用人が違法又は不正な行為を発見

したとき、その他監査役が報告すべきものと定めた事象が発生したとき

は、監査役に報告します。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　取締役及び使用人は、監査役から会社情報等の提供を求められたときは

遅滞なく提供できるようにする等監査役監査の環境を整備するよう努め

ております。

②　監査役は、代表者との定期的な意見交換を開催し、併せて内部統制室と

の連携を図ります。

③　監査役は、会計監査人から会計監査の方法及び監査結果についての報告

を受け、連携をとっております。

(9) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、内部統制シス

テムの整備及び運用状況について継続的に確認し調査を実施しており、取締

役会にその内容を報告しております。また、確認調査の結果判明した問題点

につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの運用に努

めております。なお、当事業年度に実施した当社における内部統制システム

の主な運用状況は次のとおりであります。

①　コンプライアンス等に関する取組み

　当社は、年１回開催している「経営計画発表会」において、当社の行動

規範を定める「経営計画書」について、社長をはじめとする経営陣が全社
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員向けに直接説明するとともに、新入社員研修時に法令順守等に関する研

修を実施しております。

②　リスク管理体制の強化

　損失の危険の管理に関しましては、各取締役が担当の分掌範囲において

実施しており、災害等発生時においては、発生状況、対応方法等について

「ホテル会議」及び「取締役会」に報告しております。

③　監査役の監査体制

　監査役は、監査計画に基づき監査を実施しており、「ホテル会議」及び

「取締役会」に出席する等の方法により、取締役からの報告事項を確認し

ております。また、内部統制室における内部監査に同行し使用人へのヒア

リング等を実施しております。

　取締役及び使用人は、監査役から情報等の提供を求められた場合に速や

かに提供するように努めております。また、監査役は、四半期に一度、株

式会社東祥の内部統制室及び会計監査人との意見交換を実施しており、そ

の内容について代表者とも意見交換を実施しております。
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貸　借　対　照　表

（2019年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

投資その他の資産

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

会 員 権

店 舗 賃 借 仮 勘 定

そ の 他

繰 延 資 産

株 式 交 付 費

3,631,566

3,223,354

261,279

24,557

52,235

70,139

13,893,411

13,242,627

8,088,318

397,678

22,553

80,293

2,724,482

1,236,048

693,252

19,588

1,527

6,394

11,666

631,194

40

6,875

85,057

481,206

950

41,454

15,610

3,172

3,172

流 動 負 債 2,770,669

前 受 金 58,860

１年内返済長期借入金 1,274,686

未 払 金 623,733

リ ー ス 債 務 397,515

未 払 費 用 41,261

預 り 金 8,076

未 払 法 人 税 等 352,458

ポ イ ン ト 引 当 金 14,060

そ の 他 17

固 定 負 債 9,501,137

長 期 借 入 金 6,538,532

役員退職慰労引当金 20,530

預 り 保 証 金 25,477

長 期 リ ー ス 債 務 2,361,868

資 産 除 去 債 務 554,729

負 債 合 計 12,271,806

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,256,343

資 本 金 953,920

資 本 剰 余 金 1,387,438

資 本 準 備 金 878,920

その他資本剰余金 508,518

利 益 剰 余 金 2,915,578

その他利益剰余金 2,915,578

特別償却準備金 98,380

繰越利益剰余金 2,817,198

自 己 株 式 △593

純 資 産 合 計 5,256,343

資 産 合 計 17,528,150 負 債 及 び 純 資 産 合 計 17,528,150

（注）　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,514,751

売 上 原 価 3,576,843

売 上 総 利 益 1,937,907

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 528,137

営 業 利 益 1,409,769

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12

受 取 手 数 料 29,387

そ の 他 48,934 78,335

営 業 外 費 用

支 払 利 息 69,618

そ の 他 20,136 89,755

経 常 利 益 1,398,349

特 別 利 益

国 庫 補 助 金 76,132 76,132

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 414

固 定 資 産 圧 縮 損 76,132 76,546

税 引 前 当 期 純 利 益 1,397,935

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 554,496

法 人 税 等 調 整 額 △43,577 510,919

当 期 純 利 益 887,015

（注）　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 953,920 878,920 508,518 1,387,438 131,173 1,968,268 2,099,441

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,879 △70,879

特 別 償 却
準 備 金 の 取 崩

△32,793 32,793 －

当 期 純 利 益 887,015 887,015

自己株式の取得

変 動 額 合 計 － － － － △32,793 848,930 816,136

当 期 末 残 高 953,920 878,920 508,518 1,387,438 98,380 2,817,198 2,915,578

株 主 資 本
純資産合計

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △439 4,440,360 4,440,360

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,879 △70,879

特 別 償 却
準 備 金 の 取 崩

－ －

当 期 純 利 益 887,015 887,015

自己株式の取得 △154 △154 △154

変 動 額 合 計 △154 815,982 815,982

当 期 末 残 高 △593 5,256,343 5,256,343

（注）　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項

(1)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

①　商品

最終仕入原価法

②　貯蔵品

最終仕入原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ておりますが、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、全額費

用処理しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、ソフトウェアの自社利用分については、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。残存価額については、リース

契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残価保証額とし、その他のものについては

零としております。

④　長期前払費用

　均等償却によっております。

　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(3)繰延資産の処理方法

株式交付費
３年間で定額法により償却しております。
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(4)引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないた

め、貸倒引当金を計上しておりません。

②　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

③　ポイント引当金

　顧客の宿泊実績に応じて付与するポイント制度に基づき、将来のポイント使用による費

用の発生に備えるため、過去の実績を基礎にして期末において将来使用されると見込まれ

る額を計上しています。

(5)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1)担保に供している資産

建物 473,071千円

担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 69,840千円

長期借入金 231,480千円

合計 301,320千円

(2)有形固定資産の減価償却累計額 2,664,326千円

(3)国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額 76,132千円

(4)関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 1,678千円

長期金銭債権 30,860千円

短期金銭債務 129千円
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 7,811千円

売上原価 10,416千円

販売費及び一般管理費 9,243千円

営業取引以外の取引による取引高 37,400千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 7,088,000株 7,088,000株 －株 14,176,000株

（注）発行済株式の総数の増加は、株式分割による増加7,088,000株によるものであります。

(2)自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 86株 168株 －株 254株

（注）自己株式の数の増加は、株式分割による増加86株及び単元未満株式の買取り82株によるも

のであります。

(3)剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2 0 1 8 年 ６ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 70,879 利益剰余金 10.0 2018年３月31日 2018年６月25日

（注）2018年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株
当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2019年６月21日
定 時 株 主 総 会

普通株式 85,054 利益剰余金 6.0 2019年３月31日 2019年６月24日

(4)当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

　普通株式　　　　58,000株
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７．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一

時的な余剰資金は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借

入により調達しております。なお、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びリスク

　営業債権である売掛金は、主にお客様がクレジットカード決済及びＯＴＡ（楽天トラベ

ル・じゃらん等）において決済を行ったことによるものであります。

　当社は賃貸人等に対し契約締結時に敷金及び保証金を差し入れております。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達

を目的としたものであります。このうち一部は、金利変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　売掛金については、信用度の高いクレジットカード会社やＯＴＡを相手先とし、クレ

ジットカード会社及びＯＴＡ先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

　敷金及び保証金については、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務

状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　借入金の金利変動リスクに備え、必要に応じて金利条件の見直しや借換え等を検討い

たします。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

貸借対照表
計上額(千円)

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 3,223,354 3,223,354 －

(2) 敷金及び保証金 481,206 453,935 △27,271

資産計 3,704,561 3,677,289 △27,271

(1) 未払金 623,733 623,733 －

(2) 未払法人税等 352,458 352,458 －

(3) 長期借入金（※１） 7,813,218 7,821,628 8,410

(4) リース債務（※２） 2,759,384 2,928,731 169,347

(5) 預り保証金 25,477 24,371 △1,105

負債計 11,574,271 11,750,924 176,652

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。

（※２）１年内支払予定のリース債務を含めて記載しております。

（注）金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(2) 敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価は、差入先ごとにそのキャッシュ・フローを国債の利回り

等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定

しております。
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負　債

(1) 未払金、(2) 未払法人税等

　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金、(4) リース債務

　これらの時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また

当社の信用状態は実行後大きく変動していないため、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元

利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

(5) 預り保証金

　預り保証金の時価は、受入期間ごとにそのキャッシュ・フローを国債の利回り等

適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

８．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （千円）

未払賞与 2,757

未払事業税 16,482

ポイント引当金 4,232

役員退職慰労引当金 6,179

仲介手数料 32,619

資産除去債務 166,973

その他 41,763

繰延税金資産合計 271,007

繰延税金負債

特別償却準備金 △42,364

資産除去債務 △143,585

繰延税金負債合計 △185,949

繰延税金資産の純額 85,057

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 370円79銭

１株当たり当期純利益 62円57銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式の分

割が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月８日

ＡＢホテル株式会社

取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松　本　千　佳 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近　藤　繁　紀 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＡＢホテル

株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第５期事業年度の計

算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた

めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚

偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計

算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及

びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第５期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要

に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じ説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

（２）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2019年５月８日

Ａ Ｂ ホ テ ル 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 東 　 隆 将 

社外監査役 小 野 内 　 宣 　 行 

社外監査役 光 　 岡 　 要 次 郎 

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配

当の維持を基本としながら、今後の事業展開及び企業体質の強化に備えた内部留

保の充実等を勘案して決定する方針であります。

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式　１株につき金６円

　配当総額は85,054,476円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2019年６月24日といたします。
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第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

くつ

沓
な

名
かず

一
き

樹
（1980年３月９日）

2003年６月　株式会社東祥入社

2010年１月　同社ＡＢホテル部長

2011年６月　同社取締役ＡＢホテル部長

2014年10月　同社取締役

　　　　　　当社専務取締役

2015年４月　当社専務取締役最高執行責任者

2016年９月　当社代表取締役社長

2018年２月　当社代表取締役社長兼運営部長（現

任）

（重要な兼職の状況）

ＡＢ開発合同会社代表社員

5,040,607株

２

やま

山
した

下
ゆう

裕
すけ

輔
（1984年５月21日）

2004年４月　フジフーズ株式会社入社

2012年３月　株式会社東祥入社

2015年４月　当社に株式会社東祥より転籍

2016年９月　当社取締役管理本部長兼経理部長（現

任）

683株

３

おお

大
つ

津
 

　
げん

玄
（1984年４月３日）

2007年４月　日興コーディアル証券株式会社（現Ｓ

ＭＢＣ日興証券株式会社）入社

2013年11月　株式会社東祥入社

2014年10月　当社に株式会社東祥より転籍

2016年９月　当社開発部長

2017年10月　当社取締役開発部長（現任）

67株

４

ほそ

細
い

井
ひで

英
はる

治
（1943年10月７日）

1967年１月　株式会社ホソイメガネ入社

1980年４月　株式会社ホソイメガネ代表取締役社

長

2016年12月　株式会社ホソイメガネ代表取締役会

長（現任）

2017年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ホソイメガネ代表取締役会長

136株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

５

いし

石
はら

原
だい

大
すけ

輔
(1974年１月９日)

1996年４月　有限会社プロミネント入社

2008年12月　弁護士登録

2009年１月　21世紀法律事務所入所

2012年４月　知立法律事務所開所（現任）

2018年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
知立法律事務所代表

96株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．細井英治氏及び石原大輔氏は、社外取締役候補者であります。

３．（１）細井英治氏を社外取締役候補者とした理由は、経営者としての豊富な経験と幅

広い見識を当社の経営に反映していただくため、また当社から独立した立場に

あり、当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため、社外取締役

として選任をお願いするものであります。

（２）石原大輔氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は過去に直接会社経営に関

与した経験はありませんが、企業法務に関する弁護士としての経験と専門的知

識を有しており、法律専門家としての客観的立場から当社の経営に対する適切

な監督を行っていただけるものと判断し、また当社から独立した立場にあり、

当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため、社外取締役として

選任をお願いするものであります。

４．細井英治氏及び石原大輔氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもって細井英治氏が２年、石原大輔氏が１年と

なります。

５．所有する当社の株式数には、ＡＢホテル役員持株会の所有株式数を含めて記載してお

ります。

６．沓名一樹氏の所有する当社の株式数には、同氏の資産管理会社であるＡＢ開発合同会

社が所有する株式数を含んでおります。

７．当社は、細井英治氏及び石原大輔氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく賠償責任の限度額は同法第425条第１項に定める額としており、両氏の再任が承認

された場合には、当社は両氏との間で当該契約を継続する予定であります。

８．当社は、細井英治氏及び石原大輔氏を東京証券取引所並びに名古屋証券取引所の定め

に基づく独立役員として両取引所に届け出ております。両氏の再任が承認された場合

には、当社は両氏を引き続き独立役員とする予定であります。
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第３号議案　退任取締役に対する役員退職慰労金贈呈の件

　2018年６月30日をもって取締役を退任された安藤翔二郎氏に対して、在任中の

功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労

金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと

存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏　　　　　　名 略 歴

あん

安
どう

藤
しょう

翔
じ

二
ろう

郎
2016年12月　当社取締役
2018年６月　当社取締役退任

以　上
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株主総会会場ご案内図

愛知県安城市三河安城南町１丁目８番地11

ホテルグランドティアラ安城　１階特設会場

Ｎ

至 刈谷市街

三河安城南

至 名古屋

至 刈谷

交
番

三河安城駅北

三河安城駅前

至 豊田
至 知立

ホテルグランドティアラ安城

東祥ビル

ＭＡパークビル

ＡＢホテル三河安城 本館

新幹線 三河安城駅

三河安城南町

ＪＲ 三河安城駅

至 西尾

アイシン

至 安城

至 東京

至 安城市街

至 安城市街

三河安城南町一丁目

童子橋西

三河安城駅東

ＡＢホテル三河安城 新館

第２東祥ビル

ＡＢホテル
三河安城
南館

ＡＢ
パーキング

交通：新幹線「三河安城駅」より徒歩１分

ＪＲ東海道線「三河安城駅」より徒歩３分

◎当日は、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承賜りま

すようお願い申し上げます。株主のみなさまにおかれましても、軽装にてご出

席いただきますようお願い申し上げます。


